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(57)【要約】
【課題】枕において、低コストで簡易な構成であると共
に姿勢変化に応じて適切な高さ調整を素早くスムーズに
かつ静かに行うと共に、さらに小型化を可能にすること
。
【解決手段】下部支持部材２と、下部支持部材に対して
略平行状態に配されて使用者の頭部Ｈが載置される頭部
支持部材３と、下部支持部材上に設けられ略平行状態を
維持して頭部支持部材を上下動可能に支持する支持機構
４とを備え、支持機構が、下端部が下部支持部材に回動
可能に連結され上端部が頭部支持部材に回動可能に連結
されていると共に下部支持部材から頭部支持部材に向け
て傾斜して延在している互いに平行な傾斜部材６Ａ，６
Ｂと、これらを傾斜した方向に倒す荷重に対抗して線材
Ｙを介して傾斜部材を付勢する付勢部材を有する付勢手
段７とを備え、ガイド部および付勢部材が、頭部支持部
材の他辺側に配された傾斜部材の外面に設置されている
。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　枠状または板状の下部支持部材と、前記下部支持部材に対して上方に配されて使用者の
頭部が載置される枠状または板状の頭部支持部材と、前記下部支持部材上に設けられ前記
頭部支持部材を上下動可能に支持する支持機構とを備え、
　前記支持機構が、下端部が前記下部支持部材に回動可能に連結され上端部が前記頭部支
持部材に回動可能に連結されていると共に前記下部支持部材から前記頭部支持部材に向け
て互いに同じ向きに傾斜して延在している複数の傾斜部材と、前記傾斜部材を前記傾斜し
た方向に倒す荷重に対抗して前記傾斜部材を付勢する付勢手段とを備え、前記付勢手段が
、前記頭部支持部材の一辺側の下面または前記頭部支持部材の一辺側に配された前記傾斜
部材の上部に一端が取り付けられていると共に前記頭部支持部材と前記下部支持部材との
間に斜め下方に向けて張設された線材と、該線材の他端に取り付けられ前記頭部支持部材
または前記一辺側に配された前記傾斜部材の上部を前記頭部支持部材に対する前記傾斜部
材の傾斜角度よりも小さい傾斜角度で前記線材を介して斜め下方に引っ張る付勢部材と、
前記線材の他端側を曲げて前記付勢部材に導くガイド部とを有し、前記ガイド部および前
記付勢部材が、前記頭部支持部材の他辺側に配された前記傾斜部材の外面に設置されてい
ることを特徴とする枕。
【請求項２】
　請求項１に記載の枕において、
前記付勢部材に前記線材が複数本取り付けられ、これらの前記線材が互いに前記頭部支持
部材に間隔を開けて別々の前記ガイド部を介して前記頭部支持部材と前記下部支持部材と
の間に張設されていることを特徴とする枕。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の枕において、
前記頭部支持部材の他辺側に配された前記傾斜部材に前記ガイド部および前記付勢部材を
覆って取り付けられたカバー部材を備えていることを特徴とする枕。
【請求項４】
　請求項１から３のいずれか一項に記載の枕において、前記付勢手段が、付勢力の調整機
構を前記頭部支持部材の他辺側に配された前記傾斜部材に備えていることを特徴とする枕
。
【請求項５】
　請求項４に記載の枕において、
前記調整機構が、前記付勢力の度合いを表示する目盛り部を有していることを特徴とする
枕。
【請求項６】
　請求項４または５に記載の枕において、
前記付勢部材が、前記線材の他端に一端が取り付けられたコイルバネであり、前記調整機
構が、前記コイルバネの他端が取り付けられ該コイルバネの伸縮方向に進退可能にかつ自
転不能に前記傾斜部材に設置された雌ねじ部材と、該雌ねじ部材に螺合していると共に前
記コイルバネの伸縮方向に延在し回転可能に前記傾斜部材に支持された雄ねじ部材と、前
記雄ねじ部材の他端に取り付けられ前記雄ねじ部材を回転させて前記雌ねじ部材を進退可
能なダイヤル部とを備えていることを特徴とする枕。
【請求項７】
　前記傾斜部と前記下部支持部材間に第２の線材を張設し、前記第２の線材の長さを調整
することで、横寝の際の前記下部支持部材と上部支持部材間の最高高さを調節する最高高
さ調整手段を備えた請求項１に記載の枕。
【請求項８】
　前記最高高さ調整手段と、前記調整機構の調整駆動を回転部材で行う請求項１に記載の
枕。
【請求項９】
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呼吸センサーにより、無呼吸状態を検出する無呼吸検出手段、前記無呼吸検出手段の検出
に基づいて、使用者に刺激を出力する刺激出力手段を含む請求項１に記載の枕。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、寝返りに伴う姿勢変化に対応して、快適な姿勢で安眠可能な枕に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、就寝時に使用者の頭部を支え負荷の少ない安定した姿勢で睡眠状態を得るために
種々の枕が提案され使用されている。特に、睡眠時に寝返りを行うことで仰向け姿勢（仰
臥）と横向き姿勢（横臥）とを交互に繰り返し姿勢を変化させることに対応して、その高
さを変化させる枕が提案されている。例えば、特許文献１には、高さ調節部にかかる荷重
に応じて高さ調節部に流体を出し入れして膨張・収縮させることで、高さ調整する枕が提
案されている。この枕では、流体の流入・流出を制御するために、流体給入装置及び複数
の弁や配管を備えている。
【０００３】
　また、特許文献２には、頭部の圧力を感知する圧力センサーと該圧力センサーの信号に
より頭部支持部を上下駆動する機構及び回路とを有した高さ可変式安眠枕が提案されてい
る。この高さ可変式安眠枕では、寝返りにより姿勢変化があった際に生じる頭部による支
持部分への圧力変動を圧力センサーで検知することで、圧力信号を回路で処理し駆動機構
で頭部支持部を上下させる。
【０００４】
　さらに、特許文献３には、基台と頭載板との間に筒体による密閉室をつくると共に円錐
台形状の定荷重負荷スプリングバネを設けた快眠枕が提案されている。この快眠枕では、
仰向け姿勢の場合と横向き姿勢の場合とでかかる荷重の差によって密閉室内の空気を出し
入れすると共に円錐台形状の定荷重負荷スプリングバネを伸縮させて高さの調整を行って
いる。
【０００５】
　上記特許文献１に記載の枕は、流体を出し入れするために流体給入装置及び複数の弁や
配管を装備する必要があると共に流体の流出を防ぐために密閉構造が必須であり、全体に
構造が複雑化すると共に製作コストが大幅に増大してしまう不都合があった。また、この
枕では、寝返りにより姿勢変化があっても、流体の出し入れに時間がかかり、ゆっくり高
さが変化するため、姿勢変化の直後、しばらくの間は不安定で過負荷な姿勢状態となって
しまう問題があった。
【０００６】
　また、上記特許文献２に記載の高さ可変式安眠枕は、圧力センサ、処理回路、機械的な
上下駆動機構及び電源等を必要とするため、やはり構造の複雑化及びコストの増大化が著
しく、一般に普及可能な価格で提供することが困難である。また、この高さ可変式安眠枕
では、多数の構成部品を内蔵するためのスペースが内部に必要であり、枕が大型化すると
共に、構成部品が邪魔になって頭部支持部を十分に低い位置に設定することができないと
いう問題があった。
【０００７】
　さらに、上記特許文献３に記載の快眠枕でも、密閉室及び円錐台形状の定荷重負荷スプ
リングバネが基台と頭載板との間に設けられているために、これらが邪魔になり頭載板を
十分に低くすることができず、適切な低位置に設定できない不都合があった。また、この
快眠枕では、上記特許文献１と同様に流体の出し入れを行うため、高さ調整に時間がかか
る問題があった。
また、上記各特許文献では、流体の出し入れに伴う音やモータ等の電源及び駆動機構の動
作音が少なからず発生し、安眠を妨げる不都合もあった。
【０００８】
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　このため、これらの問題を解決する技術として、特許文献４では、下部支持板と、前記
下部支持板に対して略平行状態に配されて使用者の頭部が載置される頭部支持板と、前記
下部支持板上に設けられ前記略平行状態を維持して前記頭部支持板を上下動可能に支持す
る支持板支持機構と、を備え、前記支持板支持機構が、下端部が前記下部支持板に回動可
能に連結され上端部が前記頭部支持板に回動可能に連結されていると共に前記下部支持板
から前記頭部支持板に向けて傾斜して延在している互いに平行な複数の支持部材と、前記
支持部材を前記傾斜した方向に倒す荷重に対抗して直接又は他の部材を介して前記支持部
材を付勢する付勢手段とを備えている枕が提案されている。
【０００９】
　この枕では、支持部材を傾斜した方向に倒す荷重に対抗して直接又は他の部材を介して
支持部材を付勢する付勢手段を備えることで、付勢手段の付勢力を横向き姿勢の際にかか
る荷重よりも大きく設定すると共に仰向け姿勢の際にかかる荷重よりも小さく設定するこ
とで、横向き姿勢では支持部材が倒れず頭部支持板が高い位置で維持されるが、仰向け姿
勢に姿勢変化させると荷重増大によって支持部材が倒れ頭部支持板が低い位置となる。す
なわち、傾斜した支持部材による頭部支持板の支持構造と所定の付勢力に設定した付勢手
段による簡易な構成によって、仰向け姿勢の場合と横向き姿勢の場合との荷重差を利用し
て、素早くスムーズにかつ異音を発生させることなく頭部支持板の高さを自動的に変える
ことができる。特に、支持部材が倒れるという動作によるため、頭部支持板が中間的な高
さで留まらず、最高位置から最低位置への移動又はその逆の移動を瞬時に素早くスムーズ
に行うことができる。また、電源や駆動装置等が不要であるため、軽量かつ低コストに作
製することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開２００４－２４９０８８号公報（特許請求の範囲、図１０、図１２）
【特許文献２】特開平６－３４３５４０号公報（特許請求の範囲、図１）
【特許文献３】実開平３－３５７７２号公報（実用新案登録請求の範囲、第１図、第２図
）
【特許文献４】特開２００７－４４４９０号公報（特許請求の範囲、図１）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　上記従来の技術には、以下の課題が残されている。
すなわち、上記特許文献４に記載の枕では、低コストで簡易な構成であると共に姿勢変化
に応じて適切な高さ調整を素早くスムーズにかつ静かに行うことができるが、付勢手段の
コイルバネやガイドローラ、調整機構などが下部支持板上に設置されており、これらの設
置場所を確保するために下部支持板の面積を広くする必要があった。また、付勢力の強弱
調整の視覚や触覚等による確認が出来ず、調整も別途調整工具等が必要で不便があった。
更に、小さくたためない等、旅行などに携行するのには適さなかった。このため、下部支
持板を小面積化して枕全体をさらに小型化し、さらに視覚触覚等による調整機構を備えた
、より軽くコンパクトな枕が要望されている。
【００１２】
　本発明は、前述の課題に鑑みてなされたもので、低コストで簡易な構成であると共に姿
勢変化に応じて適切な高さ調整を素早くスムーズにかつ静かに行うことができ、さらに小
型軽量にして旅行等の際にはスーツケース等に入れて携行も可能な枕を提供することを目
的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明は、前記課題を解決するために以下の構成を採用した。すなわち、第１の発明の
枕は、枠状または板状の下部支持部材と、前記下部支持部材に対して上方に配されて使用
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者の頭部が載置される枠状または板状の頭部支持部材と、前記下部支持部材上に設けられ
、前記頭部支持部材を上下動可能に支持する支持機構とを備え、前記支持機構が、下端部
が前記下部支持部材に回動可能に連結され上端部が前記頭部支持部材に回動可能に連結さ
れていると共に前記下部支持部材から前記頭部支持部材に向けて互いに同じ向きに傾斜し
て延在している複数の傾斜部材と、前記傾斜部材を前記傾斜した方向に倒す荷重に対抗し
て前記傾斜部材を付勢する付勢手段とを備え、前記付勢手段が、前記頭部支持部材の一辺
側の下面または前記頭部支持部材の一辺側に配された前記傾斜部材の上部に一端が取り付
けられていると共に前記頭部支持部材と前記下部支持部材との間に斜め下方に向けて張設
された線材と、該線材の他端に取り付けられ前記頭部支持部材または前記一辺側に配され
た前記傾斜部材の上部を前記頭部支持部材に対する前記傾斜部材の傾斜角度よりも小さい
傾斜角度で前記線材を介して斜め下方に引っ張る付勢部材と、前記線材の他端側を曲げて
前記付勢部材に導くガイド部とを有し、前記ガイド部および前記付勢部材が、前記頭部支
持部材の他辺側に配された前記傾斜部材の外面に設置されていることを特徴とする。
【００１４】
　この枕では、ガイド部および付勢部材が、頭部支持部材の他辺側に配された傾斜部材の
外面に設置されているので、下部支持部材にガイド部および付勢部材の設置場所を確保す
る必要がなく、下部支持部材の面積を最小限にして全体を小型化することができる。また
、ワイヤーや紐等の線材によって上記斜め下方に向けて頭部支持部材を引っ張ると共に、
傾斜部材に設置された付勢部材にガイド部によって線材が導かれて接続されているので、
頭部支持部材と下部支持部材との間に線材だけが配されることで、傾斜部材が倒れた際に
付勢部材が邪魔にならず、頭部支持部材を十分低い位置まで移動させることができる。さ
らに、頭部支持部材の他辺側に配された傾斜部材が、傾斜部材が倒れた際に、頭部支持部
材の外側に配される傾斜部材であって、この傾斜部材上にガイド部および付勢部材が設置
されているので、上下動の邪魔にならないと共に、使用者の肩部の反対側であるため、使
用者の邪魔にもならない。
【００１５】
　また、第２の発明の枕は、第１の発明において、前記付勢部材に前記線材が複数本取り
付けられ、これらの前記線材が互いに前記頭部支持部材に間隔を開けて別々の前記ガイド
部を介して前記頭部支持部材と前記下部支持部材との間に張設されていることを特徴とす
る。この枕では、付勢部材に線材が複数本取り付けられ、これらの線材が互いに頭部支持
部材に間隔を開けて別々のガイド部を介して頭部支持部材と下部支持部材との間に張設さ
れているので、複数の線材によって頭部支持部材が複数箇所で斜め下方に引っ張られてお
り、引っ張り力が分散してガイド部の負荷が低減されると共に１本の線材の場合に比べて
安定した動作が可能になる。
【００１６】
　また、第３の発明の枕は、第１または第２の発明において、前記頭部支持部材の他辺側
に配された前記傾斜部材に前記ガイド部および前記付勢部材を覆って取り付けられたカバ
ー部材を備えていることを特徴とする。すなわち、この枕では、頭部支持部材の他辺側に
配された傾斜部材にガイド部および付勢部材を覆って取り付けられたカバー部材を備えて
いるので、ガイド部および付勢部材を外部に露出させずに保護すると共に、カバー部材が
傾斜部材を補強する機能を有し、傾斜部材に加わる応力に対抗して傾斜部材の撓みを抑制
することができる。また、このカバー部材は、内部に取り付けられた付勢部材の伸縮時に
発する音を外部に漏らさないサイレンサー（消音器）の役割も果たすものである。
【００１７】
　また、第４の発明の枕は、第１から第３の発明のいずれかにおいて、前記付勢手段が、
付勢力の調整機構を前記頭部支持部材の他辺側に配された前記傾斜部材に備えていること
を特徴とする。
　すなわち、この枕では、付勢力の調整機構も頭部支持部材の他辺側に配された傾斜部材
に備えているので、頭部の重量や体格、寝る姿勢等が異なる使用者に対応して付勢力を調
整することで使用者毎の個別設定が可能になり、より精度の高い上下動作を得ることがで
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きると共に、付勢手段の他の部材と共に調整機構も傾斜部材に設置することで小型化を図
ることができる。
【００１８】
　第５の発明の枕は、第４の発明において、前記調整機構が、前記付勢力の度合いを表示
する目盛り部を有していることを特徴とする。
すなわち、この枕では、調整機構が、付勢力の度合いを表示する目盛り部を有しているの
で、付勢力（引っ張り力）の強さを目盛り部により容易に確認可能になる。特に、頭部支
持部材の他辺側に配された傾斜部材の外側に目盛り部が配されており、枕の後方側から容
易に確認可能である。
【００１９】
　第６の発明の枕は、第４または第５の発明において、前記付勢部材が、前記線材の他端
に一端が取り付けられたコイルバネであり、前記調整機構が、前記コイルバネの他端が取
り付けられ該コイルバネの伸縮方向に進退可能にかつ自転不能に前記傾斜部材に設置され
た雌ねじ部材と、該雌ねじ部材に螺合していると共に前記コイルバネの伸縮方向に延在し
回転可能に前記傾斜部材に支持された雄ねじ部材と、前記雄ねじ部材の他端に取り付けら
れ前記雄ねじ部材を回転させて前記雌ねじ部材を進退可能なダイヤル部とを備えているこ
とを特徴とする。
　すなわち、この枕では、雄ねじ部材の他端に取り付けられたダイヤル部により雄ねじ部
材を回転させてコイルバネの他端が取り付けられている雌ねじ部材を進退可能であるので
、ダイヤル部を回すだけでコイルバネの伸縮、すなわち付勢力を無段階でかつ微細に調整
可能になる。また、調整機構により、ダイヤル部を付勢部材の引っ張り力がゼロになる位
置を通過して、線材が完全に弛むまで回し、頭部支持部材と傾斜部材とをともに下部支持
部材に最接近させれば、立体構造の枕は、複数部材が折り重なって扁平化し、容積が最少
となり、スーツケース等に収納して旅行等に携行できるものとなる。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明によれば、以下の効果を奏する。すなわち、本発明に係る枕によれば、傾斜部材
を上記傾斜した方向に倒す荷重に対抗して付勢する付勢手段を備えているので、簡易かつ
低コストな構成で、素早くスムーズにかつ異音を発生させることなく仰向け姿勢と横向き
姿勢とで頭部支持部材の高さを自動的に変えることができる。さらに、ガイド部および付
勢部材が、頭部支持部材の他辺側に配された傾斜部材の外面に設置されているので、全体
をより小型化することができると共に、傾斜部材が倒れた際に付勢部材が邪魔にならず、
頭部支持部材を十分低い位置まで移動させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明に係る一実施形態の枕において、使用者が横向き姿勢の際の状態を示す一
部を破断した側面図である。
【図２】本実施形態の枕において、使用者が仰向け姿勢の際の状態を示す一部を破断した
側面図である。
【図３】本実施形態の枕において、収納カバーおよびクッション部を外した状態で一部を
破断した平面図である。
【図４】本実施形態の枕を示す背面図である。
【図５】本実施形態の枕において、傾斜部材上の付勢機構を示す断面図である。
【図６】本実施形態の枕において、支持された第１ガイド部を示す上面図である。
【図７】本実施形態の枕において、支持された第１ガイド部の状態を示す要部の側面図で
ある。
【図８】本実施形態の枕において、支持された第１ガイド部の状態を示す要部の正面図で
ある。
【図９】本実施形態の枕において、ストッパー部分を示す要部の断面図である。
【図１０】本発明の他の実施例を示す図である。
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【図１１】本発明の他の実施例を説明するための図である。
【図１２】本発明の他の実施例を説明するための図である。
【図１３】本発明の他の実施例を説明するための図である。
【図１４】本発明の他の実施例を説明するための図である。
【図１５】本発明の他の実施例を説明するための図である。
【図１６】本発明の他の実施例を示す図である。
【図１７】本発明の他の実施例を説明するための図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、本発明に係る枕の一実施形態を、図１から図９を参照しながら説明する。
【００２３】
　本実施形態の枕１は、図１及び図２に示すように、板状の下部支持部材２と、下部支持
部材２に対して上方に略平行状態に配されて使用者の頭部Ｈが載置される板状の頭部支持
部材３と、下部支持部材２上に設けられ前記略平行状態を維持して頭部支持部材３を上下
動可能に支持する支持機構４と、頭部支持部材３上に設置されたクッション部５とを備え
ている。なお、ここで、上記下部支持部材２及び上記頭部支持部材３において、一対の対
向する長辺のうち使用者側となる方を一辺側とし、その反対側を他辺側とする。
【００２４】
　上記支持機構４は、下端部が下部支持部材２に回動可能に連結され上端部が頭部支持部
材３に回動可能に連結されていると共に下部支持部材２から頭部支持部材３に向けて互い
に同じ向きに傾斜して延在している平行な一対の板状の傾斜部材６Ａ，６Ｂと、傾斜部材
６Ａ，６Ｂを傾斜した方向に倒す荷重に対抗して傾斜部材６Ａ，６Ｂを付勢する付勢手段
７とを備えている。
　上記下部支持部材２及び上記頭部支持部材３は、いずれも約４ｍｍの厚さの極薄板であ
る長方形状とされたポリプロピレン等の硬質プラスチック板材等で構成されている。また
、頭部支持部材３上には、より剛性の高い板材で形成された補強板３０が接着材、ネジ止
めまたはリベット止め等で固定されている。なお、頭部支持部材３のみで十分な強度や剛
性が得られる場合は、補強板３０は不要である。
【００２５】
　上記付勢手段７は、頭部支持部材３の一辺側下面のフック３ａに一端が取り付けられて
いると共に頭部支持部材３と下部支持部材２との間に斜め下方に向けて張設された紐また
はワイヤー等の線材Ｙと、該線材Ｙの他端に取り付けられ頭部支持部材３を頭部支持部材
３に対する傾斜部材６Ａ，６Ｂの傾斜角度θ１よりも小さい傾斜角度θ２で線材Ｙを介し
て斜め下方（図１中の矢印Ａ方向）に引っ張る付勢部材８と、線材Ｙの他端側を曲げて付
勢部材８に導くガイドローラであるガイド部９Ａ，９Ｂ，９Ｃとを有している。
【００２６】
　さらに、ガイド部９Ａ，９Ｂ，９Ｃおよび付勢部材８が、頭部支持部材３の他辺側に配
された傾斜部材、すなわち一対の傾斜部材６Ａ，６Ｂのうち倒れた際に頭部支持部材３の
外側に配される一方の傾斜部材６Ａの外面に設置されている。
また、付勢手段７は、付勢力の調整機構１０を頭部支持部材３の他辺側に配された傾斜部
材（一方の傾斜部材）６Ａに備えている。なお、一方の傾斜部材６Ａには、ガイド部９Ａ
，９Ｂ，９Ｃ、付勢部材８および調整機構１０を覆うカバー部材１１が設置されている。
【００２７】
　上記付勢部材８には、線材Ｙが２本取り付けられ、これらの線材Ｙが互いに頭部支持部
材３の長辺方向に間隔を開けて別々のガイド部９Ａ，９Ｂを介して頭部支持部材３と下部
支持部材２との間に張設されている。
付勢部材８は、線材Ｙの他端に一端が取り付けられたコイルバネである。上記調整機構１
０は、付勢部材８の他端が取り付けられ該付勢部材８の伸縮方向に進退可能にかつ自転不
能に一方の傾斜部材６Ａに設置された雌ねじ部材１２と、該雌ねじ部材１２に螺合してい
ると共に付勢部材８の伸縮方向に延在し回転可能に一方の傾斜部材６Ａに支持された約９
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０ｍｍ長の雄ねじ部材１３と、雄ねじ部材１３の他端に取り付けられ雄ねじ部材１３を回
転させて雌ねじ部材１２を進退可能なダイヤル部１４とを備えている。
【００２８】
　上記クッション部５は、頭部支持部材３および補強板３０の一辺側端部を覆うように成
形されたクッション材である。すなわち、頭部支持部材３および補強板３０と他方の傾斜
部材６Ｂとからなる一辺側の角部をクッション部５で覆うことにより、使用者の首部や肩
部などに角部が当接した際に生じる圧迫感や違和感を和らげるようになっている。
上記一対の傾斜部材６Ａ，６Ｂは、下端部が下部支持部材２に回動可能に連結され上端部
が頭部支持部材３に回動可能に連結されていると共に、下部支持部材２から頭部支持部材
３に向けて傾斜して延在している互いに平行な一方の傾斜部材６Ａ及び他方の傾斜部材６
Ｂである。
【００２９】
　上記一方の傾斜部材６Ａ及び他方の傾斜部材６Ｂは、約４ｍｍの厚さの極薄板であるポ
リプロピレン等の硬質プラスチック板等で構成され、頭部支持部材３と一体に形成されて
いる。すなわち、これらの一方の傾斜部材６Ａ及び他方の傾斜部材６Ｂは、頭部支持部材
３の一辺側と他辺側とにそれぞれ柔軟な第１折り目部６ａを介して回動可能に接続され下
部支持部材２に向けて斜め下方に折れ曲がって設けられていると共に、柔軟な第２折り目
部６ｂを介して回動可能に接続された下端固定部６ｃが下部支持部材２上に固定されてい
る。
【００３０】
　なお、第１折り目部６ａおよび第２折り目部６ｂは、いずれも下部支持部材２及び頭部
支持部材３の長辺と平行に形成されている。また、第１折り目部６ａおよび第２折り目部
６ｂは、それぞれアンダーカットされた切れ目部が形成されて、柔軟に折り曲げ可能とさ
れている。
　本実施形態の枕１では、付勢手段７で付勢された一対の傾斜部材６Ａ，６Ｂを互いに頭
部支持部材３の一辺側端部と他辺側端部とに所定間隔を開けて並べて設けており、これら
によって頭部支持部材３が下部支持部材２上に支持されている。
【００３１】
　なお、下部支持部材２は、一辺側（使用者側）に枕１が傾かないように、傾斜部材６Ｂ
の下部取り付け部分から一辺側に突出させた傾き防止突出部２ａを有している。また、枕
１に頭部Ｈを乗せた時、肩が枕１の傾き防止突出部２ａに接触しないように、傾き防止突
出部２ａは中央部を深く円弧状に切り欠いている。
【００３２】
　上記下端固定部６ｃは、いずれも接着剤、ネジまたはリベット等で下部支持部材２上に
固定されている。
また、一方の傾斜部材６Ａの上部および他方の傾斜部材６Ｂの下部には、頭部支持部材３
が必要以上に高くならないように高さの上限を規制すると共に、一方の傾斜部材６Ａおよ
び他方の傾斜部材６Ｂが傾斜方向と反対の方向に倒れることを防ぐストッパー６ｄが設け
られている。
【００３３】
　すなわち、枕１の上下動を実現する為、枕１の頭部支持部材３と一体素材で面支柱の役
割を持つ一対の傾斜部材６Ａ，６Ｂを強力に引き起こす力が働くが、この力は一定位置で
停止させなければならない。そのためにストッパー６ｄが必要となる。この逆動用のスト
ッパー６ｄは、傾斜部材６Ａ，６Ｂにその効果を有するように切込みを入れて、図２に示
すように、仰向き寝（頭部支持部材３が最低の位置）の時は傾斜部材６Ａ，６Ｂに対して
水平になり、図１に示すように、横向き寝（頭部支持部材３が最高の位置）の時は傾斜部
材６Ａ，６Ｂに対し約７０度の角度をなし、それ以上に角度が大にならないように機能し
ている。例えば、傾斜部材６Ｂの下部に設けたストッパー６ｄは、図９に示すように、第
２折り目部６ｂから外れた上下２箇所に所定幅で水平な切れ目部６ｍが形成されていると
共に、これら上下の切れ目の両端同士を結ぶラインにスリットを設けることで、一定角度
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範囲内で柔軟に折り曲げ可能とされている。
【００３４】
　上記一対の線材Ｙは、その一端が頭部支持部材３の一辺側下面に取り付けられ、他端側
は一方の傾斜部材６Ａの形成された挿通孔６ｅを介して一方の傾斜部材６Ａの外側に出て
、挿通孔６ｅに設置された一対の第１ガイド部９Ａおよび中間ガイド部９Ｂを介して延在
方向を９０度方向転換し、一方の傾斜部材６Ａの外面に沿って長辺方向に延在され、さら
にそれぞれ一方の傾斜部材６Ａの一端側に設置された第２ガイド部９Ｃを介して逆方向に
方向転換し、付勢部材８に取り付けられている。
【００３５】
　上記第１ガイド部９Ａは、図６から図８に示すように、挿通孔６ｅ内に配され線材Ｙを
ガイドするローラ部９ａとローラ部９ａの軸部９ｂを両側で回転自在に支持する一対の軸
支持機構とを有している。これらの軸支持機構は、軸部９ｂが嵌め込まれる一対の逆Ｌ字
状軸受部６ｆと、軸部９ｂの中間の外周面を支持する一対の外周面軸受部６ｇと、逆Ｌ字
状軸受部６ｆの上部に形成された貫通孔６ｈに差し込まれて軸部９ｂの先端側の外周面を
支持する一対の棒状支持部１１ａと、軸部９ｂの両端部に対向した一対の端部規制部６ｉ
とで構成されている。棒状支持部１１ａは、カバー部材１１の天面内から突出して一体成
形されたものであり、丸棒部分と該丸棒部分に沿って延在した板状部分とから構成されて
いる。すなわち丸棒部分で軸部９ｂの外周を支持していると共に、板状部分の下端で、逆
Ｌ字状軸受部６ｆの上面を支持している。
【００３６】
　このように第１ガイド部９Ａは、ローラ部９ａを挿通孔６ｅに配した状態で軸部９ｂを
逆Ｌ字状軸受部６ｆに嵌め込み、さらにカバー部材１１を被せると共に棒状支持部１１ａ
の丸棒部分先端を貫通孔６ｈに差し込むことで、両軸部９ｂが回転可能に支持される。こ
のように一対の第１ガイド部９Ａは、ローラ部９ａの回転軸が水平に配されて設置される
。また、上記第２ガイド部９Ｃは、回転軸を一方の傾斜部材６Ａに垂直に配して回転可能
に一方の傾斜部材６Ａに支持されている。
【００３７】
　コイルバネである付勢部材８は、図３に示すように、一方の傾斜部材６Ａの長辺方向に
延在して配された引っ張りバネである。
上記調整機構１０は、アジャストボルトである雄ねじ部材１３の一端側で雄ねじ部材１３
を挿通させて回転可能に支持し、一方の傾斜部材６Ａ上に一体成形されたねじ支持部６ｊ
を備えている。なお、雄ねじ部材１３の他方側は、カバー部材１１の側面に形成されたス
リット１１ｂに挿通されて支持され、カバー部材１１の他端側の側面に配されたダイヤル
部１４に固定されている。
【００３８】
　トラベラーである雌ねじ部材１２は、雄ねじ部材１３に螺合していると共に、下端が一
方の傾斜部材６Ａに設置されたトラベラーガイド１５により雄ねじ部材１３の延在方向の
みに移動を規制され、自転しないように設置されている。すなわち、ダイヤル部１４を回
動させることで、雄ねじ部材１３を回転させ、トラベラーである雌ねじ部材１２が雄ねじ
部材１３上を移動する。これにより、雌ねじ部材１２に取り付けられたコイルバネの付勢
部材８が伸縮することで、付勢力が調整される。
【００３９】
この調整機構１０は、雌ねじ部材１２を他端側に移動させるほど、コイルバネの付勢部材
８が引き延ばされてその付勢力（張力）を強く設定することができると共に初期（無荷重
）及び仰向け姿勢時の頭部支持部材３の高さ調整も可能である。なお、付勢手段７の付勢
力（張力）は、横向き姿勢の際にかかる荷重よりも大きく設定すると共に仰向け姿勢の際
にかかる荷重よりも小さく設定しておく。
【００４０】
　なお、カバー部材１１には、雄ねじ部材１３に沿った長孔１１ｃが形成されており、雌
ねじ部材１２の上部に設けられた位置表示ピン１２ａが長孔１１ｃ内に挿入されている。
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また、この長孔１１ｃに沿ってカバー部材１１の上面に、図４に示すように、付勢力の度
合いを表示する目盛り部Ｍが形成されている。この目盛り部Ｍは、調整ポイントを示すド
ット表示、文字、記号、凸部または溝部等で形成されている。すなわち、ダイヤル部１４
を回して雌ねじ部材１２が移動すると、長孔１１ｃ内に見える位置表示ピン１２ａの位置
と対応する目盛り部Ｍの表示とから、付勢力（張力）の度合いが容易にわかる。
なお、カバー部材１１の固定は、複数のリベット１６を一方の傾斜部材６Ａに一体成形さ
れて立設したリベット用支柱部６ｋの上部に差し込んで行っている。
【００４１】
　この枕１は、布等の素材で縫製した収納カバー１７で覆われている。この収納カバー１
７は、上段と下段とに分かれており、上段の部分にはクッション部５が収納されていると
共に下段の部分には頭部支持部材３以下の枕本体が収納されている。この収納カバー１７
は、図４に示すように、上段と下段とがカバー部材１１側の後部に設けられた２つの仕切
り用ファスナー１７ａで閉じられ、クッション部５と枕本体とがずれないようになってい
る。
【００４２】
　この収納カバー１７の前部および後部には、数カ所に面ファスナー１８の一方が縫いつ
け又は貼り付けられている。そして、これらの面ファスナー１８の一方に対応した面ファ
スナー１８の他方が縫いつけ又は貼り付けてある枕カバー１９を着脱可能に取り付けて、
クッション部５の上部を覆うことで、収納カバー１７が汚れることを防止できる。なお、
収納カバー１７の下段の後部には、目盛り部Ｍに対応する領域に窓部１７ｂが形成されて
おり、目盛り部Ｍが外部から見えるようになっている。
また、枕カバー１９は、枕の上部から布等で全体を覆い枕の底面でゴム紐等で絞り、枕全
体をすっぽり包むような物や、布等を筒状にして枕をこの中に入れ、両端がはみ出した部
分を紐などで結ぶなどした物でもよいが、この場合は底部になる部分には滑り止め効果を
持つ材料を用いる。また、布等でクッション部を上から多い、下端部に仕込んだゴムや紐
などで絞って簡単に抜けないようにした物を使用してもよい。
【００４３】
　なお、収納カバー１７の底部には滑り止め作用を持つ素材を使用している。
また、収納カバー１７の両側面には、枕本体内部構造に手など体の一部が入るのを防ぐ防
護カバーとしての目的と、枕１が自動上下する際に横向きに寝ている状態の枕１は最も内
部容積が多くなっており、この中の温まった空気を、寝返りして枕１が下がる時に一気に
外に押し出すため、この空気の流出入を妨げないようにする目的とから、メッシュ構造等
の特徴を持った丈夫な素材を使用している。
【００４４】
　なお、枕１が扁平状に圧縮されている仰向き寝の状態から横向き寝の状態に寝返る時、
枕１の内部容積は最少から最大に拡張するために、外部の冷たい空気を一気に中に吸い込
み、温まった枕本体の熱を奪い、また逆の動作で横向き寝の間に枕１の内部に溜まった暖
かい空気は一気に外部に放出され、ラジエーター効果を果たす。
上記クッション部５は、頭部支持部材３上面の面ファスナー（図示略）に接着することで
着脱可能に取り付けられる。このクッション部５は、低反発や高反発のウレタン等（ソバ
殻・プラスチックの粒（多数のパイプ片など）の他、様々なクッション材を入れてよい）
を内蔵したものであり、頭部Ｈや肩が柔らかく包まれるようにしている。
【００４５】
　次に、本実施形態の枕１における使用者の姿勢変化に伴う高さ調整動作について説明す
る。
まず、使用者が横向き姿勢で寝ている場合、図１に示すように、使用者の頭部Ｈは肩部に
よって高い位置になっていると共に肩部が支えになって頭部支持部材３にかかる荷重が少
ない。このため、付勢手段７による付勢力（張力）が頭部支持部材３にかかる荷重による
一対の傾斜部材６Ａ，６Ｂを倒そうとする力を上回り、頭部支持部材３の高い位置状態が
維持される。
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【００４６】
　次に、使用者が寝返りをして仰向け姿勢になった場合、図２に示すように、使用者の肩
部による支持がなくなるため頭部支持部材３にかかる頭部Ｈによる荷重が増大する。この
ため、頭部支持部材３にかかる荷重による一対の傾斜部材６Ａ，６Ｂを倒そうとする力（
傾斜角度θ１を小さくしようとする力）が付勢手段７による付勢力（傾斜角度θ１を大き
くする方向に働く付勢力）を上回り、一対の傾斜部材６Ａ，６Ｂが倒れ、頭部支持部材３
が下部支持部材２上に極めて近接した最低位置まで下がる。
【００４７】
　なお、さらに使用者が寝返りをして仰向け姿勢から横向き姿勢になった場合、上記の逆
の動作が行われる。すなわち、頭部支持部材３にかかる荷重が低下することにより、付勢
手段７による付勢力が一対の傾斜部材６Ａ，６Ｂを倒そうとする力を上回り、再び一対の
傾斜部材６Ａ，６Ｂを斜め状態の初期位置まで引き起こすことで、頭部支持部材３を初期
の最高位置に上げる。なお、通常、寝返りをうって仰向け姿勢から横向き姿勢とする時は
、一旦頭部Ｈを少しだけ無意識のうちに上げ、姿勢を変える動作を行うので、頭部Ｈを上
げた際の荷重の低下に伴って頭部支持部材３が最高位置に移動する。
【００４８】
　このように一対の傾斜部材６Ａ，６Ｂによる頭部支持部材３の支持構造と所定の付勢力
に設定した付勢手段７による簡易な構成によって、仰向け姿勢の場合と横向き姿勢の場合
との荷重差を利用して、素早くスムーズにかつ異音を発生させることなく頭部支持部材３
の高さを自動的に変えることができる。特に、一対の傾斜部材６Ａ，６Ｂが倒れるという
動作によるため、頭部支持部材３が中間的な高さで留まらず、最高位置から最低位置への
移動又はその逆の移動を瞬時に素早くスムーズに行うことができる。また、電源や駆動装
置等が不要であるため、軽量かつ低コストに作製することができる。
【００４９】
　したがって本実施形態の枕１は、枕本体が極薄で頑丈な素材（頭部支持部材３、下部支
持部材２、傾斜部材６Ａ，６Ｂおよびカバー部材１１）で主に構成され、寝返り時に頭の
重さを感知し（横向き寝と仰向き寝の時、頭部Ｈの支点が異なる為、相対的に枕１にかか
る負荷が変動）、瞬時にして静かでかつスムーズに上下動することで最適な寝姿勢を保つ
ことができる。
【００５０】
　なお、枕１を使用する時は、必然的に睡眠時であるが、睡眠時は人間が無意識の世界に
遊ぶため、頭部Ｈが枕１の中心にうまく載っていることは不可能と言えて、常に枕１の頭
部搭載領域（クッション部５の上面）の全域にわたって移動している。本実施形態の枕１
では、頭部搭載領域のどの位置（端から端まで）に頭部Ｈが来ても、スムーズに上下し、
その本来の役割を果たすだけでなく、複雑な回動でも付勢手段７のガイド部９Ａ，９Ｂ，
９Ｃや付勢部材８を傾斜部材６Ａに集約して持つ構造は、その強度及び動作能力を常に維
持することが可能で、頭部搭載領域に対する頭部Ｈの位置を気にせず睡眠することができ
る。
【００５１】
　また、枕１の上下動構造は、頭部搭載領域面全体を概して水平に上下させるため、仰向
き寝（頭部搭載領域面が最低の位置）の時でも、頭部Ｈが枕１の中に沈み込むことがない
ため、顔の側面が解放されていて圧迫感を受けることがない。このため、横向きに寝てテ
レビを見たり、本を読んだり、並んで寝ている相手と顔を見ながら会話する等の時も、そ
の視界を妨げることがない。
【００５２】
　上述したように、本実施形態の枕１では、ガイド部９Ａ，９Ｂ，９Ｃおよび付勢部材８
が、一対の傾斜部材６Ａ，６Ｂのうち倒れた際に頭部支持部材３の外側に配される一方の
傾斜部材６Ａの外面に設置されているので、下部支持部材２にガイド部９Ａ，９Ｂ，９Ｃ
および付勢部材８の設置場所を確保する必要がなく、下部支持部材２の面積を最小限にし
て全体を小型化することができる。また、ワイヤーや紐等の線材Ｙによって上記斜め下方



(12) JP 2012-196454 A 2012.10.18

10

20

30

40

50

に向けて頭部支持部材３を引っ張ると共に、傾斜部材６Ａに設置された付勢部材８にガイ
ド部９Ａ，９Ｂ，９Ｃによって線材Ｙが導かれて接続されているので、頭部支持部材３と
下部支持部材２との間に線材Ｙだけが配されることで、傾斜部材６Ａ，６Ｂが倒れた際に
付勢部材８が邪魔にならず、頭部支持部材３を十分低い位置まで移動させることができる
。さらに、頭部支持部材３の他辺側に配された傾斜部材６Ａが、傾斜部材が倒れた際に、
頭部支持部材３の外側に配される傾斜部材６Ａであって、この傾斜部材６Ａ上にガイド部
９Ａ，９Ｂ，９Ｃおよび付勢部材８が設置されているので、上下動の邪魔にならないと共
に、使用者の肩部の反対側であるため、使用者の邪魔にもならない。
【００５３】
また、付勢部材８に線材Ｙが複数本取り付けられ、これらの線材Ｙが互いに頭部支持部材
３の長辺方向に間隔を開けて別々のガイド部９Ａ，９Ｂ，９Ｃを介して頭部支持部材３と
下部支持部材２との間に張設されているので、複数の線材Ｙによって頭部支持部材３が複
数箇所で斜め下方に引っ張られており、引っ張り力が分散してガイド部９Ａ，９Ｂの負荷
が低減されると共に１本の線材Ｙの場合に比べて安定した動作が可能になる。また、線材
Ｙは強度の強いものを使用し、頭部支持部材３の一辺側または傾斜部材６Ｂの前部長辺（
一辺側）の中央部に張設すれば１本でもよい。
【００５４】
　また、一方の傾斜部材６Ａ（頭部支持部材の他辺側に配された傾斜部材）にガイド部９
Ａ，９Ｂ，９Ｃおよび付勢部材８を覆って取り付けられたカバー部材１１を備えているの
で、ガイド部９Ａ，９Ｂ，９Ｃおよび付勢部材８を外部に露出させずに保護すると共に、
カバー部材１１が傾斜部材６Ａを補強する機能を有し、傾斜部材６Ａに加わる応力に対対
抗して傾斜部材６Ａの撓みを抑制することができる。すなわち、カバー部材１１は、傾斜
部材６Ａに剛性を付加する機能を有し、傾斜部材６Ａに対して水平方向にかかる応力に対
し強力に対抗すると共に、滑車（ガイド部９Ａ）の軸受（逆Ｌ字状軸受部６ｆおよび外周
面軸受部６ｇ）が傾斜部材６Ａの撓みによりずれることを防止する役割を兼ねている。さ
らに、カバー部材１１は、付勢部材が伸縮時に発する音を外部に漏らさない消音機の役割
をも兼務している。
【００５５】
　さらに、付勢力の調整機構１０も一方の傾斜部材６Ａに備えているので、頭部Ｈの重量
や体格等が異なる使用者に対応して付勢力を調整することで使用者毎の個別設定が可能に
なり、より精度の高い上下動作を得ることができると共に、付勢手段７の他の部材と共に
調整機構１０も傾斜部材６Ａに設置することで小型化を図ることができる。
【００５６】
　なお、バネ動力を線材Ｙを介して動作させる際に力の方向を変え、複雑な応力に対抗す
る為に必要な滑車（ガイド部９Ａ，９Ｂ，９Ｃ）の軸受（逆Ｌ字状軸受部６ｆおよび外周
面軸受部６ｇ）も傾斜部材６Ａと一体として成型することで、これらを別途まとめたユニ
ット等を枕本体に合体させる必要がないため、軽量化、故障発生率の低減、低コスト及び
組み立て安さのメリットを得られる。
【００５７】
　また、調整機構１０が、付勢力の度合いを表示する目盛り部Ｍを有しているので、付勢
力（引っ張り力）の強さを目盛り部Ｍにより視覚的に確認可能になる。特に、一方の傾斜
部材６Ａの外側に目盛り部Ｍが配されており、枕１の後方側から容易に確認可能である。
なお、目盛り部Ｍを溝等の凹凸で形成することで、視覚のみならず触覚でも付勢力を確認
可能にしても構わない。
【００５８】
　すなわち、コイルバネの調整位置は目盛り部Ｍの視覚ゲージで確認できるが、同時に調
整ポイントを示す部分（位置表示ピン１２ａ）は、上記トラベラー（雌ねじ部材１２）の
上部を細く削りこんで一体となっていて強度も十分なため、指で触ることができる。この
位置は、調整機構１０を覆っているカバー部材１１の上面に溝状または凹部状に刻んで触
覚で読めるゲージ（目盛り部Ｍ）とし、視覚的に不自由な人が利用する場合や、照明が不
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十分な場合でもバネ強度（付勢力）の調整が可能になる。
【００５９】
　また、雄ねじ部材１３の他端に取り付けられたダイヤル部１４により雄ねじ部材１３を
回転させることで、コイルバネ（付勢部材８）の他端が取り付けられている雌ねじ部材１
２を進退可能であるので、ダイヤル部１４を回すだけでコイルバネの伸縮、すなわち付勢
力を無段階でかつ微細に調整可能になる。
すなわち、コイルバネの調整機構１０は、約９０ｍｍ長の雄ねじ部材１３に雌ネジを有す
る部品（トラベラーの雌ねじ部材１２）がネジ山の数だけ雄ねじ部材１３の延在方向に自
由に且つ微細に移動し、様々な体格、寝姿勢の癖を持ったほとんどの人に、ダイヤル部１
４を回すだけで容易に適切なバネ強度調整ができる。
【００６０】
　なお、コイルバネの調整機構１０は、ダイヤル部１４を回してバネ強度（付勢力）を下
げていくと、やがてバネ強度はゼロになり、さらに同方向に回し続けると付勢力を伝達し
ている線材Ｙをたるませ、枕全体を薄くすることができる。この状態の枕１は、極めて薄
くなるため、旅行などの時、スーツケースに入れて携帯することも可能になる。
【００６１】
　また、上記のように力の伝達手段である線材Ｙを弛ませて、再度テンションをかけ、バ
ネ強度を働かせるようにする過程で、線材Ｙがメカボックス（カバー部材１１）の中で絡
んでトラブルが発生しないように、滑車（ガイド部９Ａ，９Ｂ，９Ｃ）と線材Ｙとその接
する部分とのギャップは最少となっていて、且つ緩んだ線材Ｙがどの部分にも引っかから
ない構造になっている。
なお、コイルバネを付勢部材８として用いるので、繰り返しの使用にも高い耐久性を有す
ると共に高い付勢力を得ることができる。
【００６２】
　なお、本発明の技術範囲は上記実施形態に限定されるものではなく、本発明の趣旨を逸
脱しない範囲において種々の変更を加えることが可能である。
【００６３】
　例えば、上記実施形態では、下部支持部材及び頭部支持部材が平板で形成されているが
、枠構造や格子構造によって略板状に形成されたものでも構わない。この場合、枕全体の
軽量化が可能になる。
上記実施形態のように付勢部材としてコイルバネを採用することが好ましいが、板状のゴ
ム材、ねじりバネ及びスプリング丁番、定荷重バネ、板バネやゴム紐等の弾性部材を付勢
部材として採用しても構わない。
【００６４】
　また、頭部支持部材が上下するたびに大量の空気が内外を出入りするので、収納カバー
の両サイドのメッシュ構造に適当なポケットを設け、このポケットに芳香剤やポプリなど
を入れても構わない。この場合、寝返りの度に起こる枕の上下運動によって、枕本体の空
気が流出入する度に睡眠中好みの芳香が顔周辺に漂い、やすらぎ効果を生み、良質の睡眠
が得られる。
【００６５】
　上記実施形態では、板状の下部支持部材、頭部支持部材および傾斜部材を採用している
が、複数の棒状部材を枠状や格子枠状に組み立てまたは一体成形して疑似板状にした下部
支持部材、頭部支持部材および傾斜部材でも構わない。この場合、板部材よりも軽量化を
図ることができる。
　また、線材の一端が頭部支持部材の一辺側の下面に接続されているが、頭部支持部材の
一辺側に配された傾斜部材の上部に接続しても構わない。
　さらに、ガイド部としてガイドローラを採用しているが、線材が良好に滑る凹曲面を有
した滑り材などをガイド部に適用しても構わない。
【００６６】
　　次に本発明の他の実施例を図１０を参照して説明する。



(14) JP 2012-196454 A 2012.10.18

10

20

30

40

50

　　図１０は、仰向け又は俯せの状態から横向けの状態に変わり、枕が付勢力により最高
の高さまで立ち上がった際の枕の最高高さを調整する最高高さ調整部１００Ａと仰向け又
は俯せの状態から横向けの状態に変わる際の枕が付勢力によって、立ち上がる際の付勢力
を調整する付勢力調整部１００Ｂを一つの回転部材により、調整する構成を示す。
　又、図１０、図１２及び図１４は、図３と同様の切断面を備えた一部断面図である。
　付勢力調整部１００Ｂは、図３のコイルバネ調整機構１０の手動操作を行う為のダイヤ
ル部１４を回転部材１０９と第２減速歯車１１７等の組み合わせに置き換えたものである
。
　図１０（ａ）において、１０１は、カバー部材であり、図３と同様の大きさ、形状、材
質を有しているが、最高高さ調整部１００Ａ、回転部材１０９、電池、制御回路等が増え
た分だけ大きくなる場合がある。　図１０（ｂ）は、図１０（ａ）を正面とした場合の側
面部を示し、図１０（ｂ）のｘ１－ｘ１’の一部を切断した面を図１０（ａ）に示してい
る。　図１０（ｄ）は、図１０（ｃ）を正面とした場合の側面部を示し、図１０（ｄ）の
ｘ２－ｘ２’の一部を切断した面を図１０（ｃ）に示している。
【００６７】
　１０２は、第２線材であり、一端が図１２の下部支持部材１２１の上面部にフック１２
５に取り付け固定され、他端は、貫通孔１１８を介して、カバー部材１０１内に配置され
ている端部が収束して、円錐コイルバネ部１０３の中空内部で先端が収束した端部に挿入
され、固定されている。
　１０３は、一端が円錐状の円錐コイルバネ部であり、円錐状の一端には、第２線材１０
２が挿入固定され、他端は、第２調整雌ねじ部１０５の係止用フック１０４に係止固定さ
れている。
　１０５は、トラベラーとして働く摺動用の第２調整雌ねじ部であり、一縁部に係止用フ
ック１０４が接続し、内部には、棒状雄ねじ部１０６が貫通する部位に雌ねじが形成され
ている。
　１０６は、棒状雄ねじ部であり、端部は、前記の第２調整雌ねじ部１０５を停止させる
第２規制部（図示せず）が装着され、第２調整雌ねじ部１０５がそれより端部方向へ移動
しないように配置されている。
　１０７は、軸受部であり、ベアリング等で形成され、外郭がケース部材に固定された状
態で、中央に棒状雄ねじ部１０６が接続し、棒状雌ねじ部１０６の回転を容易にしている
。
　１０８は、減速用歯車であり、棒状雌ねじ部１０６の他端と接続し、回転部材１０９の
軸部に接続したギヤ１１１と噛合結合する。
【００６８】
１０９は、回転部材であり、ＤＣモータ、ステッピングモータ、等で形成され、回転する
軸部１１３には、ギア１１１が装着されている。
　１１０は、切り換え部材であり、プラスチック材を円盤体をカバー部材１０１の内側に
配置し、その周辺の一部が、カバー部材１０１の外側まで及び手動用つまみ１１２が装着
されている。手動用つまみ１１２に対向する周縁に回転部材１０９がその周縁を一致する
状態で、すなわち、偏芯した状態で固定している。
【００６９】
　付勢力調整部１００Ｂにおいて、１１４は、雄ねじ部材であり、一端に、規制部材６ｊ
が接続されている。棒状の雄ねじ部材１１４の他端は、第２軸受部１１６の内側と接続し
ている。
　１１５は、トラベラーとして働く雌ねじ部材であり、雄ねじ部材１１４が貫通する部位
に雌ねじが形成されている。又、雄ねじ部材１１５には、線材Ｙの一端が接続している。
　１１６は、第２軸受部であり、外郭は、カバー部材１０１に固定され、内部は、棒状の
雄ねじ部材１１４と接続している。
　１１７は、第２減速歯車であり、回転部材１０９の軸部１１３に装着されたギヤ１１１
と噛合結合する形状　配置構成を有する。
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　付勢力調整部１００Ｂは、棒状の雄ねじ部材１１５の他端方向に接続する第２軸受部１
１６、第２減速歯車１１７以外の構成は、図３で示すものと同様の構成をとる。
　図１０は、カバー部材１０１内部の一部であり、図１２、図１４に全体を示した。
【００７０】
　次に、図１０で示す実施例の動作を図１１から図１４を用いて説明する。
　最初に、図１０（ａ）で示す様に、最高高さ調整部１００Ａに、ギヤ１１１が、噛合結
合する状態で説明する。
　図１１は、最高高さの調整を行う為の動作を説明するための図であって、図１０（ａ）
で示す最高高さ調整部１００Ａにギヤ１１１が噛合結合するように、手動用つまみ１１２
を回し固定する。　手動用つまみ１１２を持って切換部材１１０を回転させると、ギヤ１
１１は、楕円軌道を描いて移動し、減速歯車１０８と噛み合い結合する。
固定は、切換部材１１０と、周囲のカバー部材１０１の凹凸などにより結合構成が予め形
成されている。
　図１１において、図３と同じ構成を示す部分については、同一の符号を付す等して説明
を省略する。
　第２線材１０２は、貫通孔１１８に伸びる途中、ガイド部９Ｂがあり、ガイド部９Ｂの
２段滑車の内の一つに沿っている状態を示すが、特にその必要はなく、貫通孔１１８と直
線的に接続されていても良く、又新たにガイドローラを設けて、伸張方向を変更するもの
であっても良い場合もある。
【００７１】
　図１２は、図１１を正面図とした場合、その側面を示す。
　１２１は、下部支持部材であり、図１等で示す実施例と同様の形状、構成を有する。下
部支持部材１２１の頭を載置する側には、横寝の際に、図１で示すように下部支持部材１
２１と肩が触れないように切り欠き部１２１ａが形成されているが、この切り欠き部１２
１ａを横断するように接触センサー１２２が接続している。
　　接触センサー１２２は、肩が接触すると電流が流れるスイッチ構成が例示され、当該
スイッチのオンによって、例えば、後述する様に枕の高さが自動的に調整される等の動作
が行われる。
　１２３と１２４は、出力強弱、又は、高さ調整の為のスイッチであり、例えばメンブレ
ン状の押圧タイプのスイッチが例示されるが特に形状、構成に限定されることはなく、ま
た、設置部位も特定されないが、寝た状態で設定操作する部位へ設置されることが好まし
い。
　本実施例では、スイッチ１２３を押すと、枕の最高高さが高くなり、スイッチ１２４を
押すと、低くなる設定とするが、これは一例であり、スイッチの構成等は、適宜選択され
る。
【００７２】
　最高高さ調整部１００Ａの動作を説明する。
　回転部材１０９の軸部１１３に接続したギヤ１１１が一方向に回転すると、減速用歯車
１０８を減速的に回転させ、その回転は棒状雄ねじ部１０６に伝達する。棒状雄ねじ部１
０６と累合する第２調整雌ねじ部１０５は、ネジの方向に基づいて、一方向へ摺動する。
　例えば図１２のスイッチ１２３を押すと第２調整雌ねじ部１０５が右方向に移動する様
に回転部材１０９が回転し、円錐コイルバネ部１０３を介して第２線材１０２は、右方向
へ移動する。
　第２線材１０２が右方向へ移動すると、貫通孔１１８を介して、下部支持部材１２１と
傾斜部材６Ａを互いに引き合うこととなることから、傾斜部材６Ａは、下部支持部材１２
１方向へ傾斜する状態となり、スイッチ１２３の押す状態を停止すると、傾斜部材６Ａの
傾斜は、その位置で停止する。図１２（ａ）で示す高さから、図１２（ｂ）で示す高さの
状態となる。
　逆に、スイッチ１２４を押すと、回転部材は、逆回転を行い、減速用歯車１０８を介し
て棒状雄ねじ部１０６を逆回転させることで、第２調整雌ねじ部１０５を逆方向へ移動さ
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せる。
　第２調整雌ねじ部１０５が逆方向へ移動すると、第２線材１０２の下部支持板１２１を
引く力が弱まり、図１２（ｂ）の状態の枕が図１２（ａ）の状態に戻る。
　図１２のスイッチ１２４の押すことを止めると回転部材１０９は、回転を止める。
　棒状雄ねじ部１０６と、第２調整雌ねじ部１０５は、停止した状態を保持することがで
き、所定の最高高さを調整可能とする。
【００７３】
　又、最高高さ調整部１００Ａは、第２線材１０２を棒状雄ねじ部１０６上で、第２調整
雌ねじ部１０５を左右に摺動させて、第２線材１０２の引張と弛みを行うことで、傾斜部
材６Ａと下部支持板１２１間の引き合う力に強弱を加えて横寝の際の最高高さを調整する
が、仰向け又はうつぶせ寝の際、図２で示すように下部支持板２と上部支持板３は重ね合
う様に倒置すると、第２線材１０２は、弛みを生じる。円錐コイルバネ部１０３は、図１
３（ａ）で示すように通常、横寝の際、伸張した状態となっている様に設定されているこ
とから、俯せ寝及び仰向け寝の際の図２で示す倒置状態では、図１３（ｂ）で示す様に円
錐コイルバネ部１０３の伸張状態が解除されて伸縮し、第２線材１０２の弛みが解消され
る。
　再び横向け寝の状態となると、枕は、付勢手段ｎ付勢力により立ち上がるが、その際、
円錐コイルバネ部１０３を引くことで、図１３（ａ）で示す様に伸びた状態となっている
。
　このように、円錐コイルバネ部１０３の伸縮動作により、急激な立ち上がりが解消され
、心地良い眠りが可能となる。
【００７４】
　次に付勢力調整部１００Ｂについて説明する。
　付勢力調整部１００Ｂは、上述したように、図３で示すつまみ１４の部分を第２軸受部
１１６及び第２減速歯車１１７を設けた以外は、同じ構成であるので、説明を省略する。
　図１０で示す手動用つまみ１１２を持ち図１０（ｂ）の状態から（ｄ）の状態になるよ
うに回転させる。
　切換部材１１０が回転する際、回転部材１０９は、偏芯状態で配置されているため、楕
円状に移動し、第２減速歯車１１７と噛み合い接続する。図１０（ｃ）で示す状態となる
。
　次に図１５で示すスイッチ１２３を押すと回転部材１０９が所定の回転方向へ回転し、
第２軸受部１１６を介して、雄ねじ部材１１４を一方向へ回転させる。この回転に基づい
て雌ねじ部１１５は、雄ねじ部材１１４との累合により、例えば右方向へ移動する。
　雌ねじ部１１５が右方向へ移動すると、線材Ｙを引くため、付勢部材８の付勢力を増加
させることで、上部支持板３を回転しながら持ち上げる力が増加することから、図１５（
ａ）で示す仰向け及び俯せ寝の枕の状態から図１５（ｂ）で示す横向けに寝返る際の枕の
状態となる際の付勢力を大きくすると共に、横向け寝の際の頭の重さによる上部支持部材
の沈む様な動作を軽減させる。
　スイッチ１２３の押す状態を停止すると、付勢力を維持した状態で、停止する。
【００７５】
　次にスイッチ１２４を押す。例えば押し続けることで、回転部材１０９は、逆回転を行
うと共に第２減速歯車１１７の減速回転により、第２軸受部１１６を介して棒状の雄ねじ
部１１５は逆方向に回転し、雌ねじ部１１５は、逆方向へ移動する。
　雌ねじ部１１５の逆方向への摺動により、付勢手段８は、伸縮し、上部支持板３への付
勢力が弱まることで、横向け寝に寝返る際の傾斜部材の付勢力が小さくなる。
　図１０以降で示した、付勢力、最高高さの自動調整は、電池電源によるＤＣモータの利
用が可能であり、しかも、棒状の雄ねじ部材上を雌ねじ部材の摺動移動によるボールネジ
構成と同様の構成により、移動状態を保持することができることから、消費電力も低く抑
えることができ、電池駆動による長時間の使用が可能となる。
　尚、スイッチ１２３、１２４の仕様は、最高高さ調整部１００Ａと付勢力調整部１００
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Ｂによって、異なるが、予め、スイッチ１２３を押すと、最高高さ調整部１００Ａ状態で
は、高さが高くなり、付勢力調整部１００Ｂの付勢力が大きくなる様な雌ねじ部と雄ねじ
部のネジの方向を調整することが好ましい場合もある。
　尚、最高高さ調整部１００Ａと付勢力調整部１００Ｂを１つのモーター等の回転部材の
移動により、切り換えて回転駆動させる構成は、上記実施例に限るものではなく、その他
回転部材の摺動移動構成を用いてもよい場合もある。又、最高高さ調整部１００Ａは、モ
ーター等の回転部材を用いて調整するだけでなく、手動により調整するものであっても良
い場合もある。
【００７６】
　次に図１６（ａ）（ｂ）に他の実施例を示し、説明する。
　図１６は、図１２で示した接触センサー１２２の出力に基づいて、枕の付勢力、最高の
高さを自動調整する為の実施例を示す。
　図１６において、１６１は、電池であり、一次電池、２次電池の組み合わせが例示され
るが、ＤＣアダプターの利用などを行っても良い場合もある。
　１６２は、緩み検知センサーであり、例えばストレインゲージ等の圧力センサーを用い
ることができ、貫通孔１１８の内面に装着され、第２線材１０２が、横寝の時の張り詰め
た状態等の貫通孔１１８内面を加圧する際の圧力を測定する為のものである。
　図１６（ｂ）は、図１６（ａ）の貫通孔１１８付近を拡大した状態を示す図である。
　緩み検知センサー１６２は、制御部の入力部１６３ａと電気リード線１６３ａｌを介し
て接続している。
　１６３は、制御部であり、好ましくは、記憶素子、ＣＰＵなどを備えている。
制御部１６３は、緩み検知センサー１６２で得られる第２線材１０２によって加えられる
圧力に対応する電気信号を受信して、回転部材であるモータ１６５の回転時間、回転数な
どの為の信号を出力する。
　スイッチ１２３、及び１２４も制御部１６３に接続しており、例えばスイッチがメンブ
レンスイッチ等で形成される。
　１６４は、モータ１６５の回転方向や回転数を調整する為の駆動手段であり、図示は、
正逆変換構造を省略的に描いたものであって、実際は、トランジスタ、ＦＥＴの組み合わ
せによって構成される。回転数の調整は、モータへの電力を調整する回路により行われ、
図示はしていないが、一般的な回路が具備されている。
　１６５は、モータであり、電池駆動用のＤＣモーターであれば足りるが、位置決め機能
等を備えたステッピングモータを利用しても良い。
　１６６は、供給電力調整手段であり、モータ１６５への供給電力の調整を行う手段であ
る。供給電力調整手段１６６の調整信号入力部は、制御部の制御信号出力端１６３ｄと電
気リード線１６３ｄｌを介して接続している。
　接触センサー１２２は、直接回路のオンオフする構成を示したが、別途電源用のスイッ
チを設け、この接触センサー１２２の信号を制御用入力信号としても良い場合もある。
　実施例で示す枕の動作は、主に横寝及び横寝への寝返りの際に起動する電源スイッチと
して接触センサー１２２を用いている。
　１６７ａ、１６７ｂ及び１６９は、呼吸センサーの送信部と受信部である。
　呼吸センサー送信部１６７ａ及び受信部１６７ｂは、例えば密閉式空気袋内に好ましく
は無指向性マイクロフォン、圧力センサ、心拍、心音、呼吸音、その他の振動を検出する
検出センサーを挿入し、いびき、呼吸、心拍数、体動、によって生じる空気袋内の空気圧
の変化を検出する構成を用いてもよい。その他、心拍、いびき、その他の体動を静電容量
変化に変えて電気信号として検出する静電容量型センサ、感圧センサー、体温、呼吸によ
って変化する皮膚の表面温度を計測するセンサー、呼吸に関連する骨振動を検出するセン
サー等も間接的な呼吸センサーとして用いても良い。
　呼吸センサ１６７ａと受信部１６７ｂは、無線媒体を介して電気的に接続し、受信部１
６７ｂは、電気リード線１６３ｃｌを介して、制御部１６３の入力部１６３ｃと接続して
いる。
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　呼吸センサ１６９は、電気リード線を介して制御部１６３の入力部１６３ｃと接続する
。
　呼吸センサ送信部１６７ａと受信部１６７ｂとの組み合わせおよび呼吸センサー１６９
は、いずれか一方が備わっていれば良く、両方備わっていても良く、制御部１６３との電
気リード線による接続も図１６では、共通状態を示したが、別々に設けても良い。
　１６８は、振動手段であり、偏芯モーター、圧電ブザー、送風機、揺動手段、その他、
使用者を覚醒又は半覚醒させるための手段が示される。
　振動手段１６８は、制御部１６３の振動供給出力端１６３ｂと電気リード線１６３ｂｌ
を介して接続している。　振動供給出力端１６３ｂは、振動手段１６８に制御電力を供給
するための駆動回路の出力構成を備えている状態を示した。
　その他の構成は、図１０等に記載されているので、説明を省略した。
【００７７】
　次に図１６の動作を説明する。
　切換部材１１０は、予め付勢力調整部１００Ｂにモータ１６５が接続された状態とする
。
　横寝状態の利用者１６Ｍの肩は、接触センサー１２２を押すことで、回路１６０Ａが閉
じ、動作が開始する。
　スイッチ１２３を押すと、制御部１６３は、駆動手段１６４に切り換え信号１６４ａを
送信して、切り換え動作を行い、供給電力調整手段１６６で調整された電力をモータ１６
５へ供給する。
　モータ１６５は、供給された調整電力に基づいて回転を行う。
　スイッチ１２４を押すと、制御部１６３は、駆動手段１６４へ、切り換え信号１６４ａ
を行い、今までに接続を切り換えた状態とする。
　この状態で、供給電力調整手段１６６は、調整された電力をモータ１６５へ供給するこ
とで、モータ１６５は、逆回転を行う。
【００７８】
　例えば、利用者１６Ｍは、睡眠に入る前に、スイッチ１２３、１２４を操作して、枕の
最適な高さを設定して、その状態での緩み検知センサー１６２の出力圧力値を例えば、記
憶用スイッチを別途設け、これを押すことによって記憶する。
　又は、複数回の調整によって設定された緩み検知センサー１６２の圧力値を加算平均し
て、自動的に最適な圧力値を設定しても良い。
　　実際の睡眠は、体の緊張が、ほぐれるため、実際に枕に係る重さが、変化することか
ら、最適な状態に設定したとしても、実際は、より頭が重くなることから、沈み込む場合
が生じる。
　この沈み込みを緩み検知センサー１６２が圧力として検出して、予め設定した圧力デー
タとの差のデータを得る。
　このデータが生じた場合、制御部１６３は、この差の値を解消する為に駆動手段１６４
へ、切り換え信号１６４ａに切り換え信号を出力し、供給電力調整手段１６６へ調整され
た電力を供給する。モータ１６５は、この切り換え信号１６４ａと供給電力に基づいた回
転を行う。モータ１６５の回転は、ギヤ１１１を介して第２減速歯車１１７に伝達され、
棒状の雄ねじ部材１１４を回転させることで、雌ねじ部材１１５を左右に移動させて、付
勢力の調整を行い、例えば沈み込んだ場合は、付勢力を強くする為、雌ねじ部材１１５を
右へ摺動させる。緩み検知センサー１６２から得られる傾斜データと、予め設定された傾
斜情報が一致した時点で、制御部１６３は、制御を停止させて、常に、快適な横寝を実現
することを可能とする。
　尚、緩み検知センサーは、あくまで一例であり、その他、枕の高さを計測できる構成を
用いてもよい場合もある。
【００７９】
　又、呼吸状態を監視することができるマイクロフォン等で形成され、例えばいびきを検
出する呼吸センサー１６７ａを例えば首に巻き付け装着可能な帯状体１６７ａ２に固定し
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たものであって、呼吸センサー１６７ａは、電磁波、赤外線等の無線媒体を用いて呼吸信
号を送信し、受信部１６７ｂで受信して制御部１６３へ伝達したり、クッション部５に装
着した呼吸センサー１６９を用いて、呼吸状態を制御部１６３へ呼吸状態を示す電気信号
として伝達したりして、呼吸状態をモニターし、無呼吸状態を検出したタイミングで、振
動手段１６８を振動させて、無呼吸状態を報知する手段を設けても良い。呼吸センサー１
６９は、例えば、酸素濃度、耳内等の体温等を検出する為の構成を用いても良く、少なく
とも無呼吸状態またはその状態に等しい状態を直接的又は間接的に検出できるものであれ
ばよく、特に限定されない。
【００８０】
　振動手段１６８は、偏芯モータを回転させたり、圧電ブザーを鳴らす等の手段、その他
、睡眠状態の利用者に報知可能な構成をとり得る。報知は、睡眠を覚醒させる程度の振動
、音等の刺激を加える場合や、覚醒までいかず、記録データをとり、覚醒後確認できるも
のであってもよく、目的に応じた報知であれば良い場合もある。
　尚、覚醒とまではいかず、半覚醒状態とする場合は、図１０で示す最高高さ調整部１０
０Ａと付勢力調整部１００Ｂを断続的に動作させたり、周期的に強弱をつけたりするなど
して、モーター音による刺激を含み、枕の高さの変化による刺激を与えても良い。
【００８１】
　上述した無呼吸状態を検出したタイミングは、例えば、睡眠中、無呼吸症候状態を検知
し、更に症状が、ある一定の条件を超えた場合、睡眠から覚醒を促す刺激を出力するシス
テムを備える。
　無呼吸症候群は、例えば、文献（Ｇｕｉｌｌｅｍｉｎａｕｌ、ｅｔ．ａｌ．“Ｔｈｅ　
ｓｌｅｅｐ　ａｐｎｅａ　ｓｙｎｄｏｒｏｍｅｓ”Ａｎｎｕ．Ｒｅｖ．Ｍｅｄ．１９７６
，２７：４６５－８４）やその他の関連文献で示される様に、１時間に５回以上　又は、
７時間以上の睡眠において、３０回以上無呼吸状態（１０秒以上の呼吸停止）となる場合
を示すことができる。
　さらには、単位時間当たりの１０秒以上の呼吸停止回数が１５回以下を軽度、１５から
３０回を中度、３０回以上（重傷）として設定し、これら３つの範囲を、それぞれ目的に
応じて閾値として選択しても良く、例えば単位時間当たりの１０秒以上の呼吸停止回数が
３０回以上の場合は、刺激を与え、覚醒させる手段を備えても良い。
【００８２】
より具体的な構成の一例を図１７に示し説明する。
図１７において、１７１は、呼吸センサーであり、図１６の１６７ａ、１６７ｂで示すよ
うな無線、有線方式で、制御部へ電気信号を出力する構成を備えている。
呼吸センサー１７１は、いびきを検出する呼吸センサー１７１は、外音、寝言、その他の
音、低周波振動、心拍、圧力等を検出し電気信号に変えて出力する。呼吸センサーは、例
えば、鼻の近傍に装着して、呼吸により変化する熱を検出するダイメデックスセンサー（
登録商標）等、市販されているものを用いても良いが、好ましくは、図１６で示す首へ装
着して呼吸音を検出する構成が示される。
　１７２は、フィルタであり、呼吸センサー１７１の出力に対し、ここでは、例えば、呼
吸の一つとしていびきの周波数帯のみを通過させるローパスフィルタ、バンドパスフィル
タからなる。１７３は、いびき検出手段であり、フィルタ１７２を通過して得られた信号
から、いびき等の呼吸波形が断続性を有する包絡線状を備えているため、例えばピークホ
ールド回路を用いて、そのピーク値を検出して一つのいびきを一つのいびきパルス出力と
して検出する。
【００８３】
　１７４は、いびき間隔測定手段であり、いびきパルスと次のいびきパルスの間隔を測定
し、例えば一つのパルスとして出力する手段である。
１７５は、比較手段であり、コンパレータ、ワンショットマルチバイブレータの組み合わ
せ等で構成され、いびき間隔測定手段１７４で得られた差の値（例えばパルス幅で示され
る）が、閾値設定手段１７６で予め設定された無呼吸と決定される値（例えばパルス幅で
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示される）より大きい場合、無呼吸パルスを出力する。
　１７６は、閾値設定手段であり、予め無呼吸と判断される時間幅をパルス幅として備え
たパルスを出力するための手段であり、一般的な無呼吸時間幅をもつパルスの他、使用者
個々の呼吸間隔を測定して、無呼吸に相当する時間幅を観測測定した値を備えても良い。
又、測定前の事前の測定で、通常の呼吸またはいびきの間隔を測定して、加算平均等を施
して、個々人の無呼吸を判断する時間幅を備えたパルス出力を設定しても良い。
【００８４】
　１７７は、計数手段であり、カウンタ回路等で形成され、比較手段１７５から出力され
た無呼吸信号（例えば、パルス出力として）のパルス数をカウントする。
１７８は、比較判断手段であり、この計数手段１７７で得られ得る計数データについて、
所定の時間間隔で、例えば無呼吸状態が単位時間当たり３０回を超えて、一般的な危険レ
ベルになった時、覚醒信号を、振動手段へ所定時間だけ出力する手段の組み合わせ構成を
備えても良い。この所定時間間隔は、例えば１時間程度が例示されるが目的に応じて適宜
選択される間隔である。また刺激を加える所定時間は、目的に応じて調整されるが、確実
に覚醒させる為に、使用者が止めるまで継続的に刺激を出力しても良い。
　１７９は、刺激手段であり、振動、風、揺動、臭い、音、温度等の刺激として成り立つ
ものを出力するものであり、例えば図１６で示した振動手段１６８等出構成される。
図１７で示す構成は、パルス回路として組み合わせたものを示したが、これをプログラム
にして、コンピュータによるソフトウェア処理としても良い。
【００８５】
　図１７で示す実施例の動作を説明する。
人体の首、耳たぶ、耳孔、その他に装着された呼吸センサー１７１は、呼吸に関連する生
体情報を電気信号として出力する。呼吸センサー１７１から出力された生体信号は、フィ
ルタ１７２を介して、いびき信号を抽出し、いびき検出手段１７３へ出力される。
　いびき検出手段１７３は、生体信号中のピーク値を検出して、これを立ち上がりとする
いびきパルスを形成し、いびき間隔測定手段１７４へ出力する。
いびき間隔測定手段１７４は、いびきパルスと次のいびきパルスのパルス間隔を一つのパ
ルスとして形成し、このいびき間隔パルス信号は、比較手段１７５で、閾値設定手段１７
６で、設定された閾値パルスと比較され、例えば、いびき間隔のパルス幅が、閾値パルス
幅より長い場合、比較手段１７５は、無呼吸状態を示すパルスとして出力する。
【００８６】
　この無呼吸状態を示すパルスは、計数手段１７７において、いびきを示すパルスの数が
カウントされ、計数値を示す出力値が、比較判断手段１７８に出力される。
比較判断手段１７８は、予め設定された時間間隔で、いびきパルスの計数されたパルス数
が、いわゆる無呼吸症候群と判定されるパルス数を超えるか判定され、超えた時、危険無
呼吸状態と判断され、刺激手段１７９へ、覚醒、半覚醒、の為の振動、風、揺動、臭い、
音、温度等のいわゆる刺激を出力する。更に、医者、看護士、等への報知、又はデータと
して記録が行われても良い。
　本実施例は、横寝を利用者にあった安定した高さに調節維持することで、横寝の際の上
気道閉塞を防止し、無理のない姿勢での睡眠を可能とする他、無呼吸症候群の症状を検出
し、程度により、睡眠者に覚醒を促したり、医師、看護士に連絡したりする手段を組み合
わせることで、快適な睡眠を可能とすると共に、睡眠時無呼吸症候群に対し的確な対応を
可能とする。
【符号の説明】
【００８７】
１…枕、
２…下部支持部材、
３…頭部支持部材、
４…支持機構、
５…クッション部、
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６Ａ，６Ｂ…傾斜部材、
７…付勢手段、
１Ａ，９Ｂ，９Ｃ…ガイド部、
１０…調整機構、
１１…カバー部材、
Ｈ…使用者の頭部、
Ｙ…線材
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